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ユ ーザ ー起 動 法 を活 用 した シニ ア向 け商 品 開発1)
後 藤 恵 美
1.は じ め に
「ものあまりの時代」と言われて久 しい.経 済の成熟や少子高齢化による市場の変化など,
様々な理由が憶測 されているが,理 由が何であれ,も のが売れなくなるということは,生 産者
側である企業にとっては事業存続の危機 に繋が りかねないということである.か つてのように




そのような中,筆者は成長著 しい 「シニア市場」に注 目をした.2007年より団塊世代が定年
退職を迎 えることか ら,にわかに 「シニア市場」が注 目を集めている.こ こで言う 「シニア」
とは,時間的にも経済的にもややゆとりを持ち,第二の人生 を活発に生 きるいわゆる"アクティ




た.既 存市場におけるユーザー起動法の成果はい くつかの研究 ・事例 より報告 されているが,
本研究ではシニア市場における新たな活用について提案 ・考察を行 う.
成熟社会が生み出 した 「シニア市場」と成熟経済から生み出された 「ユーザー起動法」を 「商
品」 というキーワー ドで結びつけることで,社 会 ・経済の活発化に何かしらの成果をもたらす





2.シ ニ ア 市 場 の現 状 と問題 点 の 設 定
2-1.シニ アの 定 義 と市 場 規 模
本研 究 を行 うにあた り,「シニア」を 「お おむね50～64歳 の心 身 ともに健康 で,こ れか ら第
二 の人 生 を踏 み出そ う とい うとい う世代.高 齢者(シ ルバ ー)や お年 寄 りといった社会 的弱 者
の イメー ジで はな く,人 生経験 が豊富で成熟 した大 人」2)として定義す る.な お,こ の世代 を指
し示す 言葉 と して 「エ ルダー」,「50+(フィフテ ィ ・プラス)」,「ニュー シニア」,「アクテ ィブ
シニア」 などが あるが,本 研 究で は 「シニ ア」 とい う言葉 で統一す る.
上記 の50～64歳 とい う定 義 に基づ くと,2000年時点 での シニア人口 は267万人,全 人 口 に
お ける割合 は21%で ある.国 立社会 保障 ・人 口問題研 究所 の推計 に よれ ば,2010年頃 まではほ
ぼ260万人前後(全 人口の約21%)で 推移 し,2020年で240万人(同19%),2040年で も240













経済 面か らシニ ア市場 の魅力 を見 てみ る と,50歳 以上の シニ ア世代 の消費支 出 は2000年の
約86兆 円か ら,2015年に は約127兆 円にな るであ ろ うと予測 されてい る.こ れは全 国民 の消
費支 出の約50%に あ たる.
また今 後,高 度成長期 に消 費の楽 しみ を覚 え,既 存 の概念 にと らわれず常 に新 しい時代 を築
い て きた団塊世代 が シニア市場 を牽 引 してい くことになる.彼 ら"現 代 シニア"は,自 身の第
二 の人 生 をよ り豊かで快適 に暮 らす ための消費 であれ ば,財 布の紐 を緩 め る傾 向が強 い と考 え





今後 シニア市場 を牽引してい く団塊世代 を中心 とした"現 代 シニア"に ついて,既 存調査3)
の結果 より以下のように特徴づけることがで きる.
①認識年齢が若い(実 年齢 よりも若 く自分 自身をとらえている)② 熟練消費者である(長 年
の購買消費経験 より,ものを見る目が厳 しい)③ 健康かつ活動的である(日常生活に支障が出
るほどの健康上の問題を抱えている人は少ない)④ 高学歴かつ知的好奇心が強い(高 等学校以
上の教育を受けている割合が高 く,現在 も学びに対する意欲が高い)⑤ 情報感度が高い(携 帯




先述のように,現 在そ して近未来におけるシニア市場には大 きな可能性を見出すことができ
る.と ころが市場はと言 うと,依然 として若者 を中心 として構成されているようである.い わ
ゆるシニアにふ さわ しい商品やサービスとい うと,老化などの肉体的 ・精神的衰えばか りが注
目され,そ れを補完する商品が目立つ.シ ニアであっても,またはシニアゆえの個性やこだわ
りを表現できる日常品 としての商品は非常に少ないように思われる.そ れゆえ,も のを見る目
に長け,こ だわ りの強いシニア世代の消費を喚起するような商品は少 ないのが現状のようであ
る.
そ こで,実 際のシニア世代が彼 らの日常生活における商品やサービスに対 し,どの程度満足
しているのかを確認すべ く,50～64歳のシニアを対象に商品に関するアンケー ト調査を実施
した.図 表2-2は,その回答 よりシニア世代が 日常的な商品に対 し感 じている満足度 と具体的
な不満点を抽出し,ま とめたものである.
調査結果より,多 くがデザインや操作性,安 全性 に不満 を抱いていることが分かる.調査 を
通 して,彼 らは決して商品の購入 ・使用に興味が無いわけではなく,購入 ・使用意向があるか
らこそ,こ のような不満が出るのだろうと推測 し,よ ってこれ らのニーズを的確 に商品に反映






シニア向 け商 品 と市場 のニーズ の問に食い違 いが生 じて しまってい る背景 には,企 業 の商品
開発体 制 に一 因があ るの では ないか と考 え られる.日 本 国内の企業 でマー ケテ ィングや商 品開
発 に携 わ っている人間の実 に8割 が30代 か ら40代 の男性 であ る とい う(市 橋,2005).
若 い彼 らに とって,50代 ・60代のシニ アの実像 を把握す る こ とは非 常 に困難 を極 め る.な ぜ
な ら,自 身で経験 の した ことが ないライ フス テー ジで あ り,ま た シニア世代 は他 の世代 と比 較
して も 「本音 と建 前」 を多用 し,ア ンケー トや面接 調査 で もなか なか本音 を聞 き出す のが難 し
い世代 で もある.
「お しゃれ を したい」,「新 しい ことに挑戦 してみ たい」,「楽 し く過 ご したい」,経済 的に も時
間的 に もあ る程 度の余裕 のあ る彼 らの要求 を満 た して くれる商品 は,残念 なが ら非常 に少 ない.
なぜ な ら,シ ニ アの ための商 品は,「シニア=お 年寄 り」とい う間違 った認識 や過度 な配慮 を も
とに,彼 らよ りもず っ と若 い世代 に よって作 られてい るか らであ る.
以上 の ような理 由か ら,「買 いたい ものが ない」とい うシニ ア消費者 の苦悩 と企業 に とっての
販売機 会の損失 が生 じているので ある.
3.既 存研 究 の レ ビュ ー
3-1.ユー ザ ー ・イ ノ ベ ー シ ョ ンに 関す る研 究
Hippel(1991)は,商品開発 は消費者 のニー ズ また はメーカーの持つ技 術力 を もとにメーカー
主導 で行 うとい うこれ までの商品 開発 のあ り方 ・通説 に対 し,イ ノベ ー シ ョン(innovation)の
4)2005年10月実施 対象:50～64歳男女 有効回答数:45
源泉は非常に多様であ り,あ る分野ではユーザー自身がイノベーションを生み出すこともある
ことを実証 した.Hippel(2006)はまた,ユーザー自身のニーズ と使用状況 といった"粘着性の
高い情報5)に関 してはメーカー側 よりもユーザー側の方が優れた情報を持 っているとし,こ
のような情報を活用 したユーザー ・イノベーションによってユーザー自身のニーズに合った製
品を手 に入れることが容易になったと論 じている.ま た,小 川(2000)は,コンビニエ ンス ・
ス トアのケースを事例に,こ のような傾向は日本国内において も確認 され,一 定の成果を挙げ
ていることを論 じている.同 じく小川(2006)はユーザー ・イノベーションをより効果的に作
用させ,企 業の商品開発に活用 している事例 として株式会社良品計画の取 り組みについて報告
をしている.
3-2.ユー ザー起動 法 を用 いた商 品開発 に関す る研 究
消費者のニーズと市場の商品とのズレはシニア向け商品だけの話ではない.現 在のような成
熟経済 においては,利 便性が高 く価格 も適当な商品が多 く溢れ,企 業 にとっては機能の差別化
が難 しくなってきている.情 報化により世の中は目まぐるしく変化 し,時流や消費者の好み ・
ニーズを商品に反映 しても,市場に出るころにはそれらは既に 「過去のもの」となってしまう.
そこで,ユ ーザーの細かなニーズや好みを最大限に商品開発へ反映させる手法として昨今台




第一 に,消費者 自身がUD法 を採用する企業のインターネッ ト上の掲示板に自分が欲 しいと
思 う商品のアイデアを書 き込む.第 二に,追 加的意見の提示,投 票,購 入予約 といった形で,
書 き込まれたアイデアに対する他の消費者からの反応や評価が寄せ られる.第 三 に,UD法 を
採用す る当該企業は,そ うした消費者の反応を基礎 に製品化の可能性 を探る.そ して製品化が
可能だと判断する企画についてはそれを実現するために必要な最小購買者数(ロ ッ ト数)と 販
売価格 を設定 し,それ らを商品サ ンプルとともにインターネッ ト上に公開 し,購入希望者を募
集する.そ の結果,当 該商品案に対する購入希望者数が最小必要ロット数をクリアすると商品
化が決定され,販 売が行われる.






ソファ」「壁棚」などがある.こ れらの商品開発 プロジェク トへは無印良品のHPに ある 「ネッ
トコミュニティ」にメンバー登録するだけで誰 もが参加可能である.ア イテムごとの新商品開
発 ・改良に対 しては 「モノづ くり」 という現在進行形サイ トが用意 され,ア ンケー トに答えた
り,意見を投稿することが可能である.全 くゼロからのアイデア投稿,改 良や再販の要請につ
いては 「いいたい放題!無 印良品」 というコーナーが設けてある.
小川 はまた,UD法 の登場は,日 本企業の製品開発体制 に以下のような意味を持つと主張し
ている.第 一に消費者が製品開発に積極的に参加 し,ユ ーザー ・イノベーションを実現するた
めのインフラを提供する.第 二に,ユ ーザーが欲 しい ものを手に入れる機会を豊富にする.そ
して,第 三に,中 小流通企業と中小メーカーに存在根拠 と成長の機会を与える.
3-3.シニ ア向け商品開発 に関す る研究
シニア向けの商品およびその開発に関する研究については,見 目(2000)が少子 ・高齢化社
会における商品問題を論ずるにあたり60歳以上を高齢者としたうえで,そ の 「商品問題」とし
て,物 理的にも精神的にも快適な高齢者の生活 を維持するための新 しいユニバーサルデザイン
性に優れた商品やサービス,シ ステムの開発,ま た就労環境整備などの検討の必要性を説いて
いる.し か しながら,そ の快適な高齢者の生活 を維持するための商品 ・サービス,シ ステムの
開発のための具体的な手法についての研究はなされていない.
4.シ ニア市場にお けるUD法 の活用
シニア人口の増大とアクティブなシニアライフを考えた場合,シ ニアのニーズに合致 し,ま
たは隠れたニーズを見つけ出し,商 品というカタチにして提案することで,シ ニア市場はより
活性化するだろうというのが筆者の強 く信 じるところである.し か し現実 として,シ ニアの
ニーズを探 り,それを商品に的確に反映 していくことは他世代向け商品の開発以上に困難だと
予想 される.そ こで,本 章では先述のように他世代向けの商品開発において一定の成果を挙げ
ているUD法 によるユーザー ・イノベーションの シニア市場 における活用について検討を行
う.
以下 は,UD法 と極めて目的 ・方法が近い と思われるインターネ ットを使用 した"消 費者参









が手を組み,シニアをターゲットとした新 しい焼酎ブラン ドとして製造 ・販売した商品である.
焼酎は古 くから日本で親 しまれてきた酒であるが,若 い世代を中心 に国民全体の 「アルコー
ル離れ」や 「安い大衆の酒」といったイメージが拡販の障害となり酒造メーカーを悩ませてき
た.し かし反面,昨 今のワインブーム,日 本酒ブーム,焼 酎ブームも手伝 って,こ れまで酒や
焼酎をあまり飲 まなかった消費者 も,健康や リラックスのため 日々少量ずつアルコールを摂取
することに関心を抱き始めたのも事実である.そ こで,濱 田酒造 とシニアコミュニケーシ ョン
は,新 しい焼酎ブラン ドのターゲットをアルコール好 き ・焼酎好 きな消費者はもちろんのこと
「これまで焼酎(ま たはアルコール)を それほど飲 んだことはないが,心 身の健康のために毎
日少量ずつ焼酎を楽 しみたいと考えるシニア世代」と設定 し,新 たな顧客層開拓 を目標に新ブ
ランドの立ち上げに着手 したのである.
新ブランド立ち上げに際 し,数多 くの50歳以上のシニア世代会員を擁するシニアコミュニ
ケーシ ョンは会員に対 して焼酎に関するアンケー ト調査を実施 した.一 方,濱 田酒造は専用の
ホームページ7)を開設 し新ブラン ドに対する想いや酒蔵の紹介を行った.調 査の対象となった
シニア会員を中心に焼酎の新 ブランド立ち上げの噂は広ま り,ホームページへのアクセス数も
増加 した.シ ニア世代の焼酎に対するイメージ調査の結果,「年 をとるとた くさん飲みたいと
思わないので本当に美味 しい焼酎を少量だけ飲みたい.」「焼酎は好 きだが,台 所やリビングに




ミュニケーションはこの ような声を最大限に反映した焼酎作 りを開始 し,同 時に商品開発のプ
ロセスをシニアコミュニケーションの会員誌やホームページ上で公開し,逐一消費者の反応 を
確かめなが ら開発を進めていった.
そ して,こ のような製造元とターゲット消費者が一連の 「ものづ くり」を共同で行うという
新 しい開発手法 によって出来上がったのが 「初代なゝ こ」である.こ の商品は,720mlで1万
円(税 別)と いう市場価格の数倍の価格設定にも関わらず,初 年度限定5,000本を完売 した.




ムページには,「なゝ こ」のネーミングにもなった 「七つの古(い にしえ)」や 「こだわり」「で
きるまで」「蔵人の声」「味わう」「なゝ こファンの声」など,多 くの薀蓄 が語 られている.こ れ
らを読めば,蔵 人や酒造の熱い想いやこだわりの材料 ・醸造手法が伝わ り,1本1万 円という
高価格であっても一度試 してみたいという思いに駆 られてしまう.そ のような場合にもす ぐに
ホームページ上で注文ができる仕組みが用意されている.さ らに注 目すべ きは 「掲示板」であ
る.ホ ームページを訪れた人たちが 自由に意見 を交換できる 「掲示板」では,「なゝ こ」を飲ん




果的に実践されていると言える.タ ーゲッ トであるシニアが開発過程 に逐一関わ り細かな趣
向 ・こだわ りを反映 していく手法に加え,ホ ームページを巧みに利用 し消費者の関心 ・購買意
欲を高める仕組みも評価すべ きであろう.実際のホームページを見ると,画像が多 く非常にお
しゃれなページであ りなが ら,読 んで欲 しい文章 は白地に黒色の大 きめの文字で,分 か りやす
く書かれている.ま た,消 費者か らのコメントに対 して製造元がホームページ上で随時答えて
お り,"リアルタイム感","インタラクティブ(双 方向)性""信頼感"そ して,"仲間意識'の
構築 ・維持への工夫がされている.
「なゝこ」のホームページには,シニア消費者から「楽 しみ」「嬉 しい」「こんな焼酎が欲 しかっ
た」「大切に飲みたい」「友人に紹介 したい」 と多 くのコメントが寄せ られている.こ れらの言
葉こそが,消 費者参加型商品開発が効果的に機能した という実証であると筆者は考える.
4-3.結論 と考察
小川の提唱するUD法 と消費者参加型商品開発 による 「なゝ こ」の開発には,幾 つかの共通
点お よび相違点を確認することができる.
共通点としては,イ ンターネッ トを通 じて意見やアイデアを投稿 した り,他の消費者からの
意見やアイデアに対する追加的コメントを提示 した り,当該企業での商品開発の様子を随時知
ることができるという点である.イ ンターネットを活用することで,企 業 と消費者の問に共通
のイメージ像ができ,そ れに対する的確 な評価 をすることが可能 となる.消 費者は自分の意見
が反映されているか,他 の人はどう思っているか,な どHPを チェックすることでエンターテ
イメントとして楽しむこともできる.
相違点としては,UD法 では消費者 自身がUD法 を採用する企業のインターネット上の掲示
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板にアイデアを書 き込むことか ら始まるのに対 し,「なゝこ」の場合は,シニアコミュニケーショ
ンという企業のインターネット上に形成された 「MASTER」と名付けられたコミュニティ会員
に向けて企業 より新商品開発の提案が行われている点が指摘で きる.「MASTER」会員は,イ
ンターネッ ト上で登録ができ,登録をすると企業 ・自治体 ・その他の機関より商品 ・サービス







に募 らない,と いう点である.こ れは,実 際に自分の 目で確かめたり,信用できる第三者から
進められない限 り購買に慎重 になる,と いう 「熟年消費者」の特性を考慮 してのことと推測 さ
れる.結 果的にインターネット通販などで購入するにしろ,「現物」が完成するまでは購入予約
はしないというのが若年世代 とシニア世代 との差異であろう.こ のことは企業にとっては,見
込み購入者数の推定が しにくく,生産計画が立て辛いという結果を招 く.「なゝ こ」が少数限定
販売なのも,プ レミア性を持たせる以外 にも見込み違いによる売れ残 りのリスクを軽減すると
いった事情があるのでは,と 憶測できる.




動,特 に自由裁量の購買行動 を決する大きな要因として,人 生の三段階の存在を提示すること
が出来ると論 じた.彼 によれば,そ れは発達の順 に,一般にヤ ングアダル ト期に発達する"所
有経験の段階",続いて一般にミドル期に発達する"サ ービス教授の段階",そして最後に一般
に60歳代で発達する"存 在経験の段階"の 三つである.
シニア世代を商品開発に参加させることは,彼 らの生 きてきた道の り・経験を尊重 し,また
社会が彼 らを必要としているということを示す ことを意味する.自分の人生経験 を,そ れをま
だ知 らない若い世代 に乞われ,協 力することが同世代のシニアたちのより良い生活に役立つと
したら,それはシニア世代 にとって自身の存在意義を実感する素晴らしい機会となるであろう.
このように,心理学の側面からもUD法 導入の意義を説明することができる.
実際 シニア自身の社会や地域社会 との関わり合いに関する意識にも前向きな姿勢が見 られ
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る.2004年度 「熟年 ・シニアの暮 らしと生活意識」調査の結果からは 「知識等を活用 して社会
や地域社会に働 きかけていきたいと考える」,「少 し考える」を合わせて9割 以上のシニアがこ
れまでの知識や経験 を活用 して地域や他の人の役に立ちたい と答えている.同 じく,「社会や
人のために役立ちたい と思 うか」という問いに対 して も,役立ちたいと考えるシニアが 「思 う」,
「少 し思う」を合わせて9割 を超えている.
このような調査結果か らも分かるように,地域社会や人の役に立ちたい と考えるシニアは非
常に多い.と は言え,一 人の力ではなかなかそれが実行できないのが現実である.よ って,企
業がUD法 を導入することはシニアにとって活躍の場,生 きがいを与 えることにも繋がるので
ある.
4-5.企業 にとってのUD法 導入 の意義
シニアにとってのUD法 の意義は確認することができた.で は,企 業にとってはどうだろう
か.商 品や企業,業 界の内情 をよく知 らない一般市民 と共に作業を行 うことには多 くの苦労 も
予測 されよう.し か し,それでも筆者がシニア向け商品において もUD法 を企業で採用するこ















て最良の商品 ・サービス提供 をすることがで きるのである.
(4)広報 ・宣伝効果
豊富な消費経験 を持つシニアは,も のの本質 を見極める目が厳 しく,新 たな消費に対 しては
非常に慎重である.そ の ようなシニアの選択 ・消費基準はと言えば自身の経験による基準 と,
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信頼できる親しい人間か らの口コミによるところが大 きい.そ こで活躍するのが,UD法 によ
る商品開発 に参加 したシニアたちである.商 品開発 プロセスの細部にまで参加 し,納得のい く




UD法 を採用することで,そ の都度募集 をかけ,面 接をし,説 明をするといった手間を省 くこ
とができる分その費用は格段 に安 く抑えられることが予測 される.
(6)企業 ・ブランドのイメージアップ
シニアのニーズ ・趣向に適った商品であるという品質や機能に関す る信頼性はもちろんのこ
と,企 業の情報公開の姿勢や高齢社会 ・地域社会 との連携活動は高 く評価 されることが期待で
きる.
5.終 わ り に
5-1.まとめ
本研究では,近 年台頭 して きたUD法 のシニア市場での活用について考察を行った.始 め
に,シ ニア市場の拡大を把握 したうえで,シ ニアが好んで購入 ・使用 したい商品が未充足であ
る現状 を確認 した.そ こで,市 場 としての魅力は大きいものの他世代以上に難 しいこの世代向
けの商品開発の手法 として,UD法 の導入 を検討することとした.先 行研究より成熟市場にお
けるUD法 の成果を確認 した上で,シ ニア市場向けに導入 した企業の事例について調査を行っ
た.対 象事例による開発プロセスには,初 期アイデア ・コンセプ トの起点など,先行研究によ
る他世代向け事例 とは幾つかの異なる点が確認 された.初 期 アイデア ・コンセプ トの起点者
(UD法では消費者であ り,対象事例では企業であった),購入希望者数による商品化の決定
(UD法では購入希望者数によって商品化の是非が問われる)な どの相違 は,シ ニアを対象 と
した参加型商品開発ゆえの企業側の工夫 ・調整であると判断をした.結 果 として,ユ ーザーの
隠れたニーズや好みをリアルタイムで商品に反映し,かつエンターテイメント的要素をもって
顧客の心 を掴 むUD法 は,シ ニア市場 においても十分導入の価値があると結論付 けた.
また,UD法は 「よ り使いやす く,好みに合った商品が欲 しい」というシニア消費者のニーズ
に叶 う商品の開発に効果を発揮するだけでなく,自身の経験や知識を活か し,何 らかの形で社
会に役立ちたい,社 会 と繋がっていたいというシニア世代に対 しインターネットを媒介 とした
コミュニティ参加の機会を貢献 していると言えよう.
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5-2.残存 課 題 の 整 理
UD法 を導入 す るにあた り,最 も懸念 され る事 項 はシニ アの イ ンターネ ッ ト利用 率で はない
だ ろ うか.ユ ーザ ー との コ ミュ ニ ケー シ ョ ン手段 と して は他 の 媒体 も考 え られ るが,ユ ー
ザ ー ・ニーズ を よ り的確 ・迅速 に反 映す る とい う意味 で,イ ンターネ ッ トの活用 は不可欠 であ
る.図 表5-1は総務省 『平成17年 情 報通信 白書』による統 計であ る.平 成16年 度末 で50歳 代
の66%が,60歳 以 上の26%が イ ンターネ ッ トを利用 してい る.他 世代 と比 較す れば,利 用 率
は低 いが,3年 前 か らの伸 び を見 て も,現 在 そ して近 い将 来 には利用 者 は倍増 す ると考 え られ
る.も ともとUD法 には,シ ニ ア全体 の中 で もと くに情報 感度が高 く,積 極 的な人 々に よる参
加が見 込 まれ るため,こ の数値 は現 時点で はUD法 を実施 す るにあた って の課題 とはな らない











筆者 が考 える最 大の課題 は,企 業 とシニ アを結 びつ ける組 織の未充足 で ある.一 企業 が新 し
く商 品 を開発す る度 に,そ の ターゲ ッ トとなる シニ アに呼びか け,協 力 を依頼 し,彼 らを管 理
しなが ら一緒 に共同開発 を してい くこ とは言葉 で表す以上 に雑多 で困難 を極 める.現 在,そ の
よ うな橋 渡 しの役 割 を果 たす コンサ ルテ ィ ング会社 は増 えて きて いるが,コ ス トを考 える と民
間の コンサ ルテ ィ ング会社 にそれ だけ投 資 で きる企業 は多 くはないのが現 実 だろ う.UD法 活
用 の効 果の一つ として,そ の提 唱者 であ る小川 は中小流通 企業 と中小 メー カーに存在根拠 と成
長 の機 会 を与 える と論 じてい る.そ の意味で も,企 業 とシニア を結 びつけUD法 を機能 させ る
た めの低 コス トな組織 ・システ ムの発掘 が強 く求め られる.
5-3.今後 の展 望
高 度な技 術革新 の末 にメー カーご との差別化 が困難 になって きた現代 にお いて,消 費者 自ら
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がインターネットを介 して商品開発に参加するUD法 を活用 した商品開発は,今 後ますます拡
大 してい くと予想される.UD法 の持つ,消 費者のニーズに適った魅力的な商品作 りへの成果
や開発プロセスを楽 しむことがで きるエンターテイメント性 といった特性は,時 間にも経済的
にもゆとりがあ り,IT化も進む中で,今 なお 「好みの商品が無い」「シニア向けならではの機
能,工 夫を取 り入れて欲 しい」と既存商品への不満足点の多いシニアにこそ活かされるべ きで
はないか.UD法 の基本的なシステムは既存事例 より実証することができ,シ ニア市場におけ
る活用 にも可能性 を見出す ことができた.
最後 に,残存課題として上述した"企 業とシニアを結びつけUD法 を円滑に運営するための
システム"と してSNS(ソーシャル ・ネットワーキング ・システム)の 利用 という一つのアイ
デアを本研究の調査の過程で与えられる機会を得た.こ れもまた,若 年世代を中心に新たなコ
ミュニティ形成ツールとして急速に普及 しているシステムである.現 時点ではSNSを活用 し
たシニア向け商品開発の事例 は確認できていないが,そ の可能性やあるべ き姿については,筆
者の今後の研究における課題 としたい.
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